
次世代育成支援対策推進法 
平成15年 7月16日 法律 第120号

児童福祉法等の一部を改正する法律 
平成20年12月 3日 法律 第85号

改正前 改正後
-本則-
施行日：平成21年 3月 1日
（国及び地方公共団体の責務）
第四条 国及び地方公共団体は、前条の基本理念
（次条及び第七条第一項において「基本理念」
という。）にのっとり◆追加◆、次世代育成支
援対策を総合的かつ効果的に推進するよう努め
なければならない。

（国及び地方公共団体の責務）
第四条 国及び地方公共団体は、前条の基本理念
（次条及び第七条第一項において「基本理念」
という。）にのっとり、相互に連携を図りなが
ら、次世代育成支援対策を総合的かつ効果的に
推進するよう努めなければならない。

-本則-
施行日：平成21年 3月 1日
第二章 行動計画
第一節 行動計画策定指針

第七条 主務大臣は、次世代育成支援対策の総合的
かつ効果的な推進を図るため、基本理念にのっ
とり、次条第一項の市町村行動計画及び第九条
第一項の都道府県行動計画並びに第十二条第一
項の一般事業主行動計画及び第十九条第一項の
特定事業主行動計画（次項において「市町村行
動計画等」という。）の策定に関する指針（以
下「行動計画策定指針」という。）を定めなけ
ればならない。
２ 行動計画策定指針においては、次に掲げる事項
につき、市町村行動計画等の指針となるべきも
のを定めるものとする。
一 次世代育成支援対策の実施に関する基本的な
事項
二 次世代育成支援対策の内容に関する事項
◆追加◆
三 その他次世代育成支援対策の実施に関する重
要事項

３ 主務大臣は、少子化の動向、子どもを取り巻く
環境の変化その他の事情を勘案して必要がある
と認めるときは、速やかに行動計画策定指針を
変更するものとする。
４ 主務大臣は、行動計画策定指針を定め、又はこ
れを変更しようとするときは、あらかじめ、次
条第一項の市町村行動計画及び第九条第一項の
都道府県行動計画に係る部分について、総務大
臣に協議しなければならない。
５ 主務大臣は、行動計画策定指針を定め、又はこ
れを変更したときは、遅滞なく、これを公表し
なければならない。

第二章 行動計画
第一節 行動計画策定指針

第七条 主務大臣は、次世代育成支援対策の総合的
かつ効果的な推進を図るため、基本理念にのっ
とり、次条第一項の市町村行動計画及び第九条
第一項の都道府県行動計画並びに第十二条第一
項の一般事業主行動計画及び第十九条第一項の
特定事業主行動計画（次項において「市町村行
動計画等」という。）の策定に関する指針（以
下「行動計画策定指針」という。）を定めなけ
ればならない。
２ 行動計画策定指針においては、次に掲げる事項
につき、市町村行動計画等の指針となるべきも
のを定めるものとする。
一 次世代育成支援対策の実施に関する基本的な
事項
二 次世代育成支援対策の内容に関する事項
三 次条第一項の市町村行動計画において、児童
福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第
二十四条第二項に規定する保育の実施の事
業、同法第六条の二第二項に規定する放課後
児童健全育成事業その他主務省令で定める次
世代育成支援対策に係る次条第二項各号に掲
げる事項を定めるに当たって参酌すべき標準
四 その他次世代育成支援対策の実施に関する重
要事項

３ 主務大臣は、少子化の動向、子どもを取り巻く
環境の変化その他の事情を勘案して必要がある
と認めるときは、速やかに行動計画策定指針を
変更するものとする。
４ 主務大臣は、行動計画策定指針を定め、又はこ
れを変更しようとするときは、あらかじめ、次
条第一項の市町村行動計画及び第九条第一項の
都道府県行動計画に係る部分について、総務大
臣に協議しなければならない。
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５ 主務大臣は、行動計画策定指針を定め、又はこ
れを変更したときは、遅滞なく、これを公表し
なければならない。

-本則-
施行日：平成21年 3月 1日
第二節 市町村行動計画及び都道府県行動計画

（市町村行動計画）
第八条 市町村は、行動計画策定指針に即して、五
年ごとに、当該市町村の事務及び事業に関し、
五年を一期として、地域における子育ての支
援、母性並びに乳児及び幼児の健康の確保及び
増進、子どもの心身の健やかな成長に資する教
育環境の整備、子どもを育成する家庭に適した
良質な住宅及び良好な居住環境の確保、職業生
活と家庭生活との両立の推進その他の次世代育
成支援対策の実施に関する計画（以下「市町村
行動計画」という。）を策定するものとする。
２ 市町村行動計画においては、次に掲げる事項を
定めるものとする。
一 次世代育成支援対策の実施により達成しよう
とする目標
二 実施しようとする次世代育成支援対策の内容
及びその実施時期

３ 市町村は、市町村行動計画を策定し、又は変更
しようとするときは、あらかじめ、住民の意見
を反映させるために必要な措置を講ずるものと
する。
◆追加◆
４ 市町村は、市町村行動計画を策定し、又は変更
したときは、遅滞なく、これを公表するととも
に、都道府県に提出しなければならない。
５ 市町村は、毎年少なくとも一回、市町村行動計
画に基づく措置の実施の状況を公表しなければ
ならない。
６ 市町村は、市町村行動計画の策定及び市町村行
動計画に基づく措置の実施に関して特に必要が
あると認めるときは、事業主その他の関係者に
対して調査を実施するため必要な協力を求める
ことができる。

第二節 市町村行動計画及び都道府県行動計画
（市町村行動計画）
第八条 市町村は、行動計画策定指針に即して、五
年ごとに、当該市町村の事務及び事業に関し、
五年を一期として、地域における子育ての支
援、母性並びに乳児及び幼児の健康の確保及び
増進、子どもの心身の健やかな成長に資する教
育環境の整備、子どもを育成する家庭に適した
良質な住宅及び良好な居住環境の確保、職業生
活と家庭生活との両立の推進その他の次世代育
成支援対策の実施に関する計画（以下「市町村
行動計画」という。）を策定するものとする。
２ 市町村行動計画においては、次に掲げる事項を
定めるものとする。
一 次世代育成支援対策の実施により達成しよう
とする目標
二 実施しようとする次世代育成支援対策の内容
及びその実施時期

３ 市町村は、市町村行動計画を策定し、又は変更
しようとするときは、あらかじめ、住民の意見
を反映させるために必要な措置を講ずるものと
する。
４ 市町村は、市町村行動計画を策定し、又は変更
しようとするときは、あらかじめ、事業主、労
働者その他の関係者の意見を反映させるために
必要な措置を講ずるよう努めなければならな
い。
５ 市町村は、市町村行動計画を策定し、又は変更
したときは、遅滞なく、これを公表するととも
に、都道府県に提出しなければならない。
６ 市町村は、毎年少なくとも一回、市町村行動計
画に基づく措置の実施の状況を公表しなければ
ならない。
７ 市町村は、市町村行動計画の策定及び市町村行
動計画に基づく措置の実施に関して特に必要が
あると認めるときは、事業主その他の関係者に
対して調査を実施するため必要な協力を求める
ことができる。

-本則-
施行日：平成21年 3月 1日
（都道府県行動計画）
第九条 都道府県は、行動計画策定指針に即して、
五年ごとに、当該都道府県の事務及び事業に関
し、五年を一期として、地域における子育ての
支援、母性並びに乳児及び幼児の健康の確保及
び増進、子どもの心身の健やかな成長に資する
教育環境の整備、子どもを育成する家庭に適し
た良質な住宅及び良好な居住環境の確保、職業

（都道府県行動計画）
第九条 都道府県は、行動計画策定指針に即して、
五年ごとに、当該都道府県の事務及び事業に関
し、五年を一期として、地域における子育ての
支援、母性並びに乳児及び幼児の健康の確保及
び増進、子どもの心身の健やかな成長に資する
教育環境の整備、子どもを育成する家庭に適し
た良質な住宅及び良好な居住環境の確保、職業
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生活と家庭生活との両立の推進その他の次世代
育成支援対策の実施に関する計画（以下「都道
府県行動計画」という。）を策定するものとす
る。
２ 都道府県行動計画においては、次に掲げる事項
を定めるものとする。
一 次世代育成支援対策の実施により達成しよう
とする目標
二 実施しようとする次世代育成支援対策の内容
及びその実施時期
三 次世代育成支援対策を実施する市町村を支援
するための措置の内容及びその実施時期

３ 都道府県は、都道府県行動計画を策定し、又は
変更しようとするときは、あらかじめ、住民の
意見を反映させるために必要な措置を講ずるも
のとする。
◆追加◆
４ 都道府県は、都道府県行動計画を策定し、又は
変更したときは、遅滞なく、これを公表すると
ともに、主務大臣に提出しなければならない。
５ 都道府県は、毎年少なくとも一回、都道府県行
動計画に基づく措置の実施の状況を公表しなけ
ればならない。
６ 都道府県は、都道府県行動計画の策定及び都道
府県行動計画に基づく措置の実施に関して特に
必要があると認めるときは、市町村、事業主そ
の他の関係者に対して調査を実施するため必要
な協力を求めることができる。

生活と家庭生活との両立の推進その他の次世代
育成支援対策の実施に関する計画（以下「都道
府県行動計画」という。）を策定するものとす
る。
２ 都道府県行動計画においては、次に掲げる事項
を定めるものとする。
一 次世代育成支援対策の実施により達成しよう
とする目標
二 実施しようとする次世代育成支援対策の内容
及びその実施時期
三 次世代育成支援対策を実施する市町村を支援
するための措置の内容及びその実施時期

３ 都道府県は、都道府県行動計画を策定し、又は
変更しようとするときは、あらかじめ、住民の
意見を反映させるために必要な措置を講ずるも
のとする。
４ 都道府県は、都道府県行動計画を策定し、又は
変更しようとするときは、あらかじめ、事業
主、労働者その他の関係者の意見を反映させる
ために必要な措置を講ずるよう努めなければな
らない。
５ 都道府県は、都道府県行動計画を策定し、又は
変更したときは、遅滞なく、これを公表すると
ともに、主務大臣に提出しなければならない。
６ 都道府県は、毎年少なくとも一回、都道府県行
動計画に基づく措置の実施の状況を公表しなけ
ればならない。
７ 都道府県は、都道府県行動計画の策定及び都道
府県行動計画に基づく措置の実施に関して特に
必要があると認めるときは、市町村、事業主そ
の他の関係者に対して調査を実施するため必要
な協力を求めることができる。

-本則-
施行日：平成21年 3月 1日
第四章 雑則
（主務大臣）
第二十二条 第七条第一項及び第三項から第五項ま
でにおける主務大臣は、行動計画策定指針のう
ち、市町村行動計画及び都道府県行動計画に係
る部分並びに一般事業主行動計画に係る部分
（雇用環境の整備に関する部分を除く。）につ
いては厚生労働大臣、国家公安委員会、文部科
学大臣、農林水産大臣、経済産業大臣、国土交
通大臣及び環境大臣とし、その他の部分につい
ては厚生労働大臣とする。
２ 第九条第四項及び第十条第二項における主務大
臣は、厚生労働大臣、国家公安委員会、文部科
学大臣、農林水産大臣、経済産業大臣、国土交
通大臣及び環境大臣とする。
◆追加◆

第四章 雑則
（主務大臣等）
第二十二条 第七条第一項及び第三項から第五項ま
でにおける主務大臣は、行動計画策定指針のう
ち、市町村行動計画及び都道府県行動計画に係
る部分並びに一般事業主行動計画に係る部分
（雇用環境の整備に関する部分を除く。）につ
いては厚生労働大臣、国家公安委員会、文部科
学大臣、農林水産大臣、経済産業大臣、国土交
通大臣及び環境大臣とし、その他の部分につい
ては厚生労働大臣とする。
２ 第九条第五項及び第十条第二項における主務大
臣は、厚生労働大臣、国家公安委員会、文部科
学大臣、農林水産大臣、経済産業大臣、国土交
通大臣及び環境大臣とする。
３ 第七条第二項第三号における主務省令は、厚生
労働省令、内閣府令、文部科学省令、農林水産
省令、経済産業省令、国土交通省令、環境省令
とする。
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-改正法･附則・題名- ～平成20年12月 3日 法律 第85号～
施行日：平成21年 3月 1日
◆追加◆ 附 則（平成二〇・一二・三法八五）抄

-改正法･附則- ～平成20年12月 3日 法律 第85号～
施行日：平成21年 3月 1日
◆追加◆ （施行期日）

第一条 この法律は、平成二十一年四月一日から施
行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当
該各号に定める日から施行する。
一 附則〔中略〕第九条の規定 公布の日
二 第三条中次世代育成支援対策推進法第四条、
第七条から第九条まで及び第二十二条の改正
規定 公布の日から起算して六月を超えない範
囲内において政令で定める日〔平成二一年政
令第二七号で同年三月一日から施行〕
三 〔前略〕第四条中次世代育成支援対策推進法
第七条から第九条までの改正規定〔中略〕 平
成二十二年四月一日
四 第四条中次世代育成支援対策推進法第十二条
及び第十六条の改正規定並びに附則第八条の
規定 平成二十三年四月一日
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